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7１．はじめに
筆者は、自動車依存都市は低密度拡散型の都市形態を
もたらす可能性が高く、公共交通に関してはその逆の形
態となる可能性を指摘してきたが、その都市形態は極め
て単純なものであった１）２）。本研究では、都市内部の活
動配置を導入することにより都市形態をより具体化し、
活動配置に伴って公共交通の輸送力投資と利便性がどの
ように変化するかの検討を試みた。交通アクセスを前提
とした都市活動配置に関しては立地モデルにみることが
できるが、ここでは逆の立場から検討となる。一般に、
都市活動配置により分布交通量は変化するものと考えら
れ、そこでは交通モードは主ではなく、あくまで従の立
場となろう。この認識をもとに、本研究では公共交通の
輸送力投資と利便性の観点から都市活動配置に関する知
見を得ることを目的とする。
２．背景
都市活動分布およびその強度に応じた形で公共交通サー
ビスが提供されると考えるならば、都市の形（都市活動分
布およびその強度で表される配置）によって提供される路
線長と運行頻度が異なる。したがって、公共交通の投資は、
都市活動の集中化あるいは拡散化により輸送力投資（輸送
力提供）は異なるものと考えられる。同様にそれは公共交
通の運行時刻表を基にした所要時間を通じて利用者の利便
性にも影響を与える。このようにみれば、公共交通に適し
た都市の形が存在するものと考えられる。
本研究では都市の形に着目するが、これは決して新し
い概念ではない。現に、谷口３）はコンパクトシティは究
極の TDM 政策であり、都市の形をコントロールするこ
とによって交通面の諸問題を解決するものである、都市
のコンパクト化の効果に関する数値的なバックアップデ
ータが少なく直感的に導入された側面が強い、と指摘し
ている。宮本ら４）も同様に、何故コンパクトシティが望
ましいのかの根拠が明確でないままに議論が各所でなさ
れている、土地利用・交通モデルを用いることにより財
政計画からの持続可能性をもとに概念的な議論からの脱
却が可能と指摘している。
コンパクトシティの有効性は交通エネルギー消費や環
境負荷の側面からのアプローチ５）６）が多いが、公共交通
の利用推進においても重要な要件であると考えられる。
本研究では都市の形を活動配置として捉えたが、これは
OD の配置が重要であるとの指摘７）８）を考慮したもので
ある。
３．都市の形と交通需要推計
吉田ら７）は宇都宮市を対象として、床面積と交通需要
に関する分析を行った。用途別床面積を説明変数として
用いている点が、本研究の視点からみた場合大変有意義
であり、仮想都市にその結果を援用することにより活動
分布・強度から発生・集中交通量および分布交通量を求
め（図－１、表－１、表－２）、分布交通量の変化を通
して都市の形が公共交通の輸送力投資と利便性に与える
知見を得る。本研究における研究フレームを図－２に示
す。交通分担率に関しては、吉田ら７）からみる限り自動
車に対抗する公共交通の LOS を設定することは困難で
あることから、公共交通交通分担率を外生的に設定する
ことにより運行本数の設定（３節）を行い、その結果得
られる系統別時刻表をもとに、輸送力投資とゾーン間所
要時間を用いて評価（５節）を行った。
仮想都市の大きさは20km四方の正方形とした（１km
四方のメッシュから構成）。この大きさは宇都宮市の市
域面積にほぼ等しい。また、都市活動の配置状況に関し
ては重心を中心とした対称形を仮定し、全体の1/4の都
市域（図－７参照）に同市用途別床面積の1/4を配置す
ることにより、４つの異なる都市の形を設定した（図－
３～６：行番号 R と列番号 C を用いてメッシュ番号を
表現）。各 CASE の相違は用途別床面積を配置するメッ
シュ数と位置のみであるが、後述する４－５節において
設定する用途別床面積の配分強度により、各メッシュ
（以下、ゾーン）の用途別床面積が異なる。
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図－１　吉田の交通需要推計
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表－１　吉田の発生・集中交通量推計
パラメータ（全目的）
表－２　吉田の分布交通量推計パラメータ（全目的）
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図－２　研究フレーム
図－３　CASE-1の活動配置域
図－４　CASE-2の活動配置域
図－５　CASE-3の活動配置域
図－６　CASE-4の活動配置域
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４．試算概要
４－１　対象地域とバスネットワーク
図－７に示す10×10の正方形のゾーン（縦横とも１
kmの大きさ）に都市活動を配置することになる。また、
各ゾーンの境界には縦と横方向のバス路線が存在するも
のとする。なお、バス路線は都市活動が配置されている
ゾーンに接する縦街路（C+"縦街路番号"）と横街路
（R+"横街路番号"）のすべてに存在し、往路を街路番号、
復路は街路番号に"-R"をつけることによって表現した
（これを系統と表現）。また、バス停番号は横街路（R+"
横街路番号"）と縦街路（C+"縦街路番号"）の各交点に
存在するものとし、系統番号を用いて表現した。
図－７における系統数は、縦方向（C1～C11）の往路
と復路で22系統、横方向（R1～R11）も同様に22系統と
なり、この系統単位に時刻表を設定することになる
（４－３節）。CASE-2 の活動配置域に関しては原則とし
て前述44系統の全てに運行頻度を設定することになる
が、他のCASEにおいては活動配置が行われるゾーン周
囲の系統のみに運行頻度を設定する方法をとった（４－
６節）。なお、全 CASE において設置される系統R11は
LRTを想定し、往路（R11）復路（R11-R）とも停留所
間所要時間を４分とした。また、他の系統にあってはバ
スを想定し停留所間所要時間を５分とした。各CASEに
おける各系統の運行頻度の設定状況詳細にあっては試算
結果（付表－１～４）を参照されたい。
４－２　OD量のバス系統への配分
活動配置による推計 OD をもとに、系統別の運行本数
を求める方法の概要は次のようである。バス停間の経路
に関しては起点バス停が存在する横街路と縦街路から終
点バス停のそれまで様々存在する。しかし本研究のよう
に地域がグリッドである場合には、どの経路を通っても
距離的には同一となる。したがって、３－３節で示した
Tsaoら９）の指摘より、系統の乗継回数が最も少ない経路
を OD 配分経路として抽出するのが妥当である。このよ
うな経路は起点バス停の横街路を終点バス停の縦街路位
置まで進み、その後終点バス停の縦街路まで進むことに
よって得られる。同様に、起点バス停の縦街路を終点バ
ス停の横街路位置まで進み、その後終点バス停の横街路
まで進むことによっても得られる。なお同じ街路上に並
んでいるゾーンに関しては乗継が存在しないため、縦街
路あるいは横街路のみの移動によって得られる、ことは
いうまでもない。このように、この方法では１回以下の
乗継で良いことになり、一般に、１つの起点・終点バス
停間においては２本の経路が存在することになる。これ
より、本研究においては、起点ゾーンの隣接バス停集合
（４個のバス停）と終点ゾーンの隣接バス停集合（４個
のバス停）におけるバス停の組合せにおいて、前述の経
路の算定することにより、系統間の経路数を求めること
ができる。これをもとに各系統の利用数を求め（同一系
統間の移動は起点系統とした）、全系統合計値に対する
比を用いて OD ペア量を系統に配分した。
ちなみに、起点ゾーン91（都市中心部）から終点ゾー
ン10（最郊外部）への移動における系統の利用数は、次
のようにして求めることができる。起点ゾーン91は４つ
の街路に囲まれている（図－７）。その交点にバス停の
存在を仮定し、横・縦の街路名称でゾーンの隣接バス停
名称を作成した。すなわち、バス停①=R10C1、②
=R10C2、③=R11C1、④=R11C2となる。同様に終点ゾ
ーン10はバス停①=R1C10、②=R1C11、③=R2C10、④
=R2C11からなる（図－８）。経路に関しては前述のよ
うにそのゾーンの隣接バス停毎に行い、前述のように乗
り継ぎ回数は１回以下であるものを経路とした。したが
って、起点ゾーンの隣接バス停①→終点ゾーンの隣接バ
ス停①への利用経路はR10→C10、C1→R1の２経路が存
在することになる。前者はC10の復路を利用することに
なるからR10→C10-R、同様に後者はC1-R→R1と表現し
た。全ての隣接バス停間における結果をODの形で表現
すると表－３のようになる。一般的にはバス停間の組合
せ数=4×4=16、各組合せの経路数=２であるから、総
計32となる。この例では対角線上にデータが存在しない
ことから、各系統ペアは起点と終点の両系統を使用する
ことになる。したがって、合計欄から系統 C1-R の利用
比率は全 OD の8/32、系統 R1の利用比率は全 OD の
8/32、となる。なお、起点ゾーンと終点ゾーンの行ある
いは列の位置が等しい場合、あるいは内々トリップの場
合においては表-3において起点ゾーンからの系統と終点
ゾーン側のそれが同一のケースが存在し、表－３の対角
線上にデータが存在することになる。この場合は同一系
統間の利用が存在する場合であることから、どちらか一
方の系統を利用するものとした。
４－３　運行本数の決定
前節で得られる系統への配分量は終日ベースのもので
ある。これをピーク時・オフピーク時の公共交通利用率、
ピーク時間帯数、オフピーク時間帯数を外生的に指定す
る（表－４）ことによりピーク・オフピーク１時間当た
りの利用者数を得ることができる。さらにこれを車両定
員で除すことにより各１時間当たりの運行本数を決定す
ることができる。本システムでは１時間当たりの運行本
数を整数とするため運行間隔に着目することにより、時
刻表を作成した。シビルミニマムとしての基準としては
最大運行間隔60分とした（１時間に１本の運行）。この
ため、運行間隔は1，2，3，4，5，6，10，12，15，20，
30，60分の中から、条件を満足する運行間隔を選ぶ形と
なる。よって、必要な運行間隔が45分の場合には30分に
修正されることになるが、時刻表としてのわかり易さと
各時間帯において運行が存在することを優先した。なお、
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系統の時刻表設定に関しては表－４に示す要素値を用い
て、各系統とも同一の基準で作成した。
４－４　バス停間所要時間
バスの系統毎の運行ダイヤ（時刻表）をもとに、バス
停間の最短所要時間算定法を構築した。本方法は最短経
路探索においてダイクストラ法10）を使用して開発したも
のであり、自動車におけるノード（交差点）をバス停留
所と考え、ノード間所要時間（バス停間所要時間に対応
する）の算出において時刻表を使用するものである。こ
のため、バス停間所要時間には起点バス停および経由バ
ス停における待ち時間が含まれる（図－９）。したがっ
て、方法論としての目新しさはないものの、起点となる
バス停留所からの出発時刻をもとにバス停間の最短所要
時間を算出できるため、利用者への乗継情報の提供はも
とより、地域の公共交通による所要時間評価に有効であ
る。なお、本方法はノードを公共交通の結節点と考えて
いることから、バスだけでなく LRT 等の軌道系系統と
の共存に対してもノード間所要時間の算定が可能である。
都市活動配置におけるバスネットワークおよび OD 推
計結果をもとにした各系統の時刻表（４－２、４－３節）
要　　　素 設　定　値 備　　　考
ゾ
ー
ン
関
係
系
　
統
　
関
　
係
発生ゾーン毎に指定す
る。本試算では一律に
設定した。
発生ゾーン毎に指定す
る。本試算では一律に
設定した。
1-ピーク率
各ゾーンとも共通。該
当するゾーンは発生し
ていない。
各系統とも共通値を使
用した。但し、LRTを
想定したR11のみ往路・
復路とも４分とした。
各系統とも共通。
各系統とも共通。
各系統とも共通。
各系統とも共通。１時
間当り１本の運行を保
証。
0.3
0.5
0.5
1000トリップ/日
5あるいは4
６時台～21時台
６時台～８時台、
16時台～18時台
ピーク時間帯以
外の運行時間帯
60分
公共交通利用率
ピーク率
オフピーク率
公共交通を設置
しない発生交通
量
隣接バス停留所
間所要時間
公共交通運行時
間帯
ピーク時間帯
オフピーク時間
帯
最低運行間隔
図－７　ゾーンと街路の位置関係
表－４　時刻表作成に使用した要素値
図－８　発ゾーンと着ゾーンのバス停
起点ゾー
ン91のバ
ス停
終点ゾーン10のバス停
R10
R11
C1-R
C2-R
合計
R1
0
0
4
4
8
R2
0
0
4
4
8
C10-R
4
4
0
0
8
C11-R
4
4
0
0
8
合計
8
8
8
8
32
表－３　ゾーン間の経路利用数
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をもとに任意バス停間の２つ所要時間（平均および最小
所要時間）を求めた。本来的にはバス停間毎に所要時間
を比較すべきであるが、比較する数が多すぎるためとそ
の布置を明らかにするために、ゾーンとリンクさせた。
平均所要時間は、各ゾーンとも４つの隣接バス停を持つ
ネットワークとなっているため、その起点および終点ゾ
ーンの隣接バス停間のペアバス停間所要時間の合計をペ
ア数で除すことによって求めた。これに対して、最小所
要時間は、起点・終点ゾーンに隣接するバス停間の所要
時間のうちの最小値を求めたものである。なお両所要時
間とも、各バス停からの出発時刻を指定する必要がある
が 5 : 45 とした（ピーク時の各時間帯における運行ダイ
ヤは同一であるため、時刻指定の自由度が高いが、朝ピ
ーク時の始発とした）。試算結果の評価（５節）におい
ては平均所要時間を使用した。
４－５　用途別床面積の配分
ゾーン単位に用途別床面積の配分強度を設定し、その
合計値を分母とした相対的な比を地域コントロールトー
タル量（各用途の床面積総量）に乗ずることによりゾー
ン単位の用途別床面積を算定した。床面積に関しては宇
都宮市の用途別床面積総量の1/4をコントロールトータ
ルとしている（表－５）。これは６－３節に示したよう
に宇都宮市の1/4を対象としていることに基づいている。
なお、学校床に関してはゼロとした。
各 CASE の用途別配分強度を表－６，７に示す。
CASE-1は都市中心からの距離により用途別床面積の配
分強度を変化させたものであり、一般的な都市をイメー
ジした。都市中心に近い程商業・業務の配分強度が強く
なり、工業はその逆とした。住宅はその中間部において
配分強度を強くした。なお、都市中心から５kmまでに
床面積の全量が配置された比較的コンパクトな都市であ
り、グロス容積率は約16～33%の範囲にある。
これに対して、他の CASE は議論をシンプルにする
ことを目的とするために完全な混合用途を想定した。
CASE-2は全域に均等配置したものであり、低密度（グ
ロス容積率は約6%）で極端に拡散した自動車依存型の
都市をイメージした。CASE-3 は都市軸（横系統11の
LRT路線）沿線に活動を配置したものである。グロス容
積率は約130%であり、CASE-2 と比べてかなり高密度
な都市である。CASE-4 は CASE-3 を都市軸垂直方向に
まで活動を配置したものであり、都心に近いほどその奥
行きを大きくした。グロス容積率は約42%であり、容積
率的にはCASE-1と３の中間に位置する。
前述により配置されるゾーン別の用途別床面積をもと
に吉田ら７）の推計式（３節）を用いて交通需要推計を行
った。なお、トリップは対象地域内（図６－７）で完結
するものと仮定した。ちなみに、これに基づく発生交通
量総計は約26.2万トリップ/日である。また、住宅床単
位面積当りの人口を0.03人/㎡（宇都宮市）とすると、
対象地域の居住人口は約11.8万人となり、両者とも宇都
宮のほぼ1/4となる。
４－６　バス系統の修正
各系統は地域の両端を結んで存在することを前提とす
る。これに、各ゾーンへの活動配置に伴う交通需要推計
によって得られる発生交通量を勘案することによって系
統の短縮を行った。具体的には各系統の沿線ゾーン（系
統の上下あるいは左右に存在している）の発生交通量が
指定値未満である場合にはそのゾーンを経由する系統は
存在しないものとした。したがって、系統の端にこのよ
うなゾーンが存在する場合には系統が短縮されることに
なり、全ての沿線ゾーンが指定値以下の場合には系統そ
のものが存在しないことになる。これとは逆に、中間部
分の沿線ゾーンにおいて発生交通量が指定値未満である
場合には、そのゾーンに関係する経由バス停が存在しな
いものの系統長自体は変化しない形とした。なお、発生
表－５　対象地域における床面積総量
用　途
住宅床
商業床
面積(ha)
393.75
066.75
用　途
業務床
工業床
面積(ha)
058.25
112.50
各系統の時刻表、出発バス停と
その到着時刻を指定することに
より、待ち時間を含めた所要時
間を算定することができる。
図－９　バス停間所要時間
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交通量による指定値は表－４に示したように1000トリッ
プ/日としたが、全 CASE において、これによる系統短
縮は発生していない。
５．試算結果の評価
用途別床面積とゾーン位置によって求められる分布交
通量をもとに、各系統の時間帯別運行本数を求めた。さ
らに運行本数を基に各系統の時刻表を作成することによ
り、公共交通によるゾーン間所要時間を求めた。その基
礎となる各 CASE における系統別運行情報を付表－１
～４に示す。また、評価に用いた指標を（１）～（５）、
各 CASE における指標値を表－８に示す。
指標－１：平均トリップ長 (1) [km]
…（１）
ここで、ODij =ゾーン i, j 間の OD 量 [トリップ]、
OD
OD DIST
ij
j
N
i
N
ij
j
N
i
N
ij
11
11
$
=
==
==
!!
!!
DISTij =ゾーン i, j 間の距離 [km]
指標－２：輸送力投資 [km] …（２）
ここで、Routei =系統 iの長さ [km]、
Pij = 系統 iの時間帯 j における運行本数
指標－３：活動が配置されたゾーン面積 [ha]
…（３）
ここで、Area = 各ゾーンの面積 [ha]
指標－４：平均トリップ長(2) [分]
…（４）
ここで、ODij  =ゾーン i, j 間の OD 量[トリップ]、
Tij =ゾーン i, j 間の平均所要時間 [分]
OD
OD T
ij
j
N
i
N
ij
j
N
i
N
ij
11
11
$
=
==
==
!!
!!
aArei
i 1
44
$= d
=
!
Route Pi ij
ji 11
44
$=
$
==
c
!!
表－６　CASE-1における床面積配分強度 表－７　CASE-2～4における床面積配分強度
住宅床の配分強度のみを示した。他床の配分強度
に関しては、各CASEとも住宅床の配分強度と同
一とした。
OD OD0 1 0 0ij
j
N
i ij i
j
N
但し、 の時 、 の時、! = = =d d! !
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指標－５：平均トリップ長(3) [分/km] 
…（５）
ここで、Tij = ゾーン i, j 間の平均所要時間 [分]、
DISTij = ゾーン i, j 間の距離 [km]
評価指標値の分布をみると、CASE-2 は輸送力投資
（指標２）が最も大きく、平均トリップ長（３）を除く
他指標において最大値を示している。これに対して、都
市軸型である CASE-3 は逆の結果を示している。各都市
型は一定量の活動配置であることから、配置域の縮小に
伴う活動配置の高密度化は輸送力投資構造に大きな変化
を与えることがわかる。すなわち、配置域の縮小により
系統数と平均バス停数が減少する、併せて需要の高密度
化により平均運行本数が増加することになる（表－９、
図－10参照：これらは附表－１～４より作成した）。輸
送力投資（指標２）はこの両者を統合したものであるこ
とから、前述の結果を呈することになる。
利用者からみた公共交通の利便性を示す平均トリップ
長（３）と輸送力投資（指標２）の関係は、興味深い結
果をもたらす（図－11）。平均トリップ長（３）はゾー
ン間単位距離当たりの所要時間の相対値であり、値が大
きいほど公共交通利便性が高まると解釈できることか
OD OD0 1 0 0ij ij ij ij但し、 の時 、 の時! = = =d d
Dist
T
ij
j
N
i
N
ij
ij
j
N
i
N
11
1
=
d
==
==
!!
!!
ら、CASE-2に代表されるような低密度拡散の都市は輸
送力投資が大きくて公共交通の利便性が低いことが分か
る。また、コンパクトで高密度な都市形態に推移するに
つれて輸送力投資が小さくても公共交通の利便性が高く
なることも確認することができる。
この結果より、都市のコンパクト化は行政側から見た
場合には輸送力投資の減少をもたらし、居住者から見た
場合には公共交通の利便性が向上することが分かる。す
なわち、谷口３）が課題として指摘したコンパクト化の効
果を把握することができる。
また、公共交通分担率を一定とした試算であったが、
この結果は、コンパクトシティに関して加藤６）が指摘し
ている「住民がマストラに対してどの程度のサービスを
期待し、どの程度の負担を行う意志があるか」がポイン
トである、ことを裏付けるものでもある。すなわち、コ
ンパクトシティに関する議論においては概して都心再生と
公共交通利用が共通したキーワードとなっているが、本試
算からも明らかなようにコンパクト化は高密度の活動配置
となることから都心再生はさほど困難とは思えない。この
意味で、コンパクトシティに関しては公共交通利用の利便
性向上が本当の意味でのキーワードであると言えよう。
６．結語
公共交通利用率を30%に固定した試算（表－４）をもと
に、都市活動配置が公共交通の輸送力投資と利用者の利便
性にどのような影響をもたらすのかを分析した。都市活動
配置は現実を顧みないかなり乱暴なものであるが、一定量
の床面積配置の相違を考慮するために止むを得ない措置と
考える。結論的には都市活動配置が薄く広がった場合には
指標-1: 平均トリップ長(1)  [km]
指標-2: 輸送力投資 [千km]
指標-3: 活動が配置された地域面積[km2]
指標-4: 平均トリップ長(2) [分]
指標-5: 平均トリップ長(3) [分/km]
指標値 Case-1 Case-2 Case-3 Case-4
2.24
7.73
25
37.94
17.63
4.91
15.44
100
63.16
15.43
1.49
4.43
5
29.99
19.30
2.11
6.09
15
35.71
18.50
平均運行本数（本/日/系統） 
平均バス停数 
系統数 
運行状況 Case-1 Case-2 Case-3 Case-4
64.42
6
24
35.09
11
44
87
3
16
64
4.33
24
図－10 都市形態と指標値分布
図－11 都市形態からみた輸送投資とサービス性
表－８　各 CASE の評価指標値 表－９　各 CASE の系統運行状況
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公共交通のサービスも路線長が長く低頻度の路線が形成さ
れることになり、その結果として公共交通の利便性が低く
なることを明らかにすることができた。したがって、公共
交通の利用推進においては高密度で面積的にもコンパクト
な都市活動配置が望まれることが分かる。
本研究における都市の形は都市構造そのものを求める
ことを目的としたものではなく、あくまで都市の形によ
る公共交通の輸送力投資と利便性の差を確認するための
ものである。そのため、都市現象の一部に焦点をあてる
ことで問題解決の糸口を探ることにより土地利用・交通
モデルを簡略した政策提言型の研究、たとえば交通容量
に着目して容積率規制を検討した代表的研究11）12）を目標
としたが、その前段階のレベルにある。しかしながら、
公共交通と都市の形とを関連付けた研究の先駆けであ
り、試算より都市のコンパクト化が公共交通の輸送力投
資と利用者からの利便性の両面から有効であるとの結果
を得ることができた。今後は床面積配置の最適化に着目
することにより、コンパクト化の有効性を確認したい。
なお、本研究で開発した公共交通の系統毎の運行ダイ
ヤをもとにしたバス停留所間の最短所要時間算定法は、
ネットワークにおける任意停留所間の所要時間および乗
り継ぎ情報等の具体的なサービスの提示が可能であであ
る等、輸送事業者と利用者とのインターフェースに特徴
を持つ。このため、交通計画はもとより、モビリティ・
マネージメント（MM）等にも利用が可能であると考える。
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The Basic Study on the Transit - Oriented City Form
Kazuhiro NOMURA
The city activity allocation affects transportation capacity investment and convenience of the user. The author
analyzed the relation on the basis of the virtual city which depended on public transportation. Though the city activity
allocation (4 cases) is considerably violent setting in order to advance the discussion, the total amount of the allocation of
floor space is same in all cases.
From the trial, the route length was long for the service of the public transportation, when the city activity
allocation thinly expanded, and the route of the low frequency would be formed, and it was possible to clarify that the
convenience of the public transportation lowered as the result. Therefore, it is desirable that the city activity allocation
is high-density in order to promote the utilization of the public transportation, and that the city area is also compact.
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付表－１　CASE－１における運行情報
付表－２　CASE－２における運行情報
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付表－３　CASE－３における運行情報
付表－４　CASE－４における運行情報
